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資料４－５ 



○婦人相談所及び婦人相談員における夫等からの暴力の相談件数は年々増加。 
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※（ ）内は、相談全体に占める夫等からの暴力の割合。 
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○ 婦人相談所により一時保護された女性及び同伴家族の数をみると、平成１３年度 
  から平成１６年度にかけて増加し、その後は微増減の傾向。 
 

○ 主訴別内訳をみると、「夫等からの暴力」を入所理由とするものの割合が６割～７割。  
 

○ 平均一時保護日数は１４．７日（平成２１年度） 

婦人相談所による一時保護件数の推移 

 （件数） 
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注1）夫等からの暴力を入所理由とする者の割合。 
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 ○ＤＶ被害者保護支援都道府県域ネットワーク事業 

    ＤＶ被害者の保護支援については、様々な関係機関の連携が必要であることから、婦人相談所と関係機関等と
の連絡会議やケース会議を開催し、連携の強化を図る。 

  

 ○ＤＶ相談担当職員研修の充実 

   婦人相談所職員や婦人相談員等に対し、ＤＶの特性等に関する理解を深めるために必要な研修を実施する。 

        また、職員の専門性の向上のため、婦人相談所の指導的立場にある職員に対する研修を国において実施する。 
 

 ○休日夜間電話相談事業 

   婦人相談所に電話相談員を配置し、休日及び夜間の相談体制の強化を図り、ＤＶ被害者等の相談に対応する。               
 

 ○外国人ＤＶ被害者等を支援する専門通訳者養成研修 

   ＤＶ等に関する専門的な知識を持った通訳者の養成研修を実施することにより、外国人ＤＶ被害者への適切な
支援を確保する。 

 

 ○法的対応機能強化事業 

   婦人相談所において、ＤＶ被害者等からの離婚問題、生活破綻問題及び在留資格等についての情報提供や調
整の相談等に対し、弁護士等による法的な調整や援助を行う。 

 

  

 

  
 

 

 

  

１ 婦人相談所等における支援    

 （１）ＤＶ対策等の機能強化     （児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業（２，１２１百万円）の内数等） 

４ 

平成２３年度女性に対する暴力対策関係予算案の概要 

新 
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 （２）婦人相談所における支援                           １９百万円                
 

 ○婦人相談所における広域措置の実施 

     他の都道府県への広域措置の円滑な実施を図るため、ＤＶ被害者等を他の都道府県の婦人相談所等へ移送
するために必要な旅費等の補助を行う。 

 

 ○外国人婦女子緊急一時保護経費 

     外国人のＤＶ被害者等を保護した際の通訳雇い上げに伴う費用や関係機関との連絡に必要な経費等の補助を
行う。 

 （３）婦人相談所における一時保護、婦人保護施設における保護・自立支援    ２，０７８百万円 
 

 ○婦人相談所が一時保護委託するための経費 

      ＤＶ被害者等の状況に応じて、婦人相談所が民間シェルター等の適切な委託契約施設へ一時保護を委託し、
自立に向けた支援を行う。 

   また、恋人からの暴力被害者も一時保護委託の対象とする。 
 

 ○心理療法担当職員の配置 

      婦人相談所一時保護所及び婦人保護施設に心理療法担当職員を配置し、ＤＶ被害者及び同伴家族の心理的
ケアの支援を図る。 

 

 ○同伴児童のケアを行う指導員の配置 

      婦人相談所一時保護所及び婦人保護施設に同伴児童のケアを行う指導員を配置し、虐待を受けた児童への  
ケアの充実強化を図るとともに、保護された女性が自立に向けた取組を安心して行える環境を整える。 

 

 ○夜間警備体制強化事業 

      婦人相談所一時保護所及び婦人保護施設の夜間警備体制を強化することにより、配偶者の暴力から逃れて   
入所している被害者や職員の安全の確保を図る。 

  

 

 

 

 

 

 

 

  
 

  

 （４）婦人相談員活動強化        （児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業（２，１２１百万円）の内数）               
 

 ○婦人相談員活動強化事業 

   ＤＶ等の相談に応じる婦人相談員の手当や調査・指導のための旅費等を補助する。 

新 
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 （１）母子家庭等の就業支援策の推進    母子家庭等対策総合支援事業 ３，５３８百万円 
 

 ○高等技能訓練促進費等事業 

     看護師等経済的自立に効果的な資格を取得するため２年以上養成機関で修業する場合において、生活費の   

      負担軽減のため高等技能訓練促進費を支給するとともに、入学金の負担を考慮した入学支援修了一時金を支給 

      する。 

 ○母子家庭等就業・自立支援事業 

      母子家庭等就業・自立支援センター等において、就業相談から就業支援講習会、就業情報の提供に至るまでの     

      一貫した就業支援サービス等を提供する母子家庭等就業・自立支援事業を推進する。 

 ○母子自立支援プログラム策定等事業 

    個々の母子家庭の母の実情に応じた自立支援プログラムを策定し、ハローワークや母子家庭等就業自立支援    

   センターと緊密に連携しつつ、きめ細かな就業支援等を行う。     

   （２）母子生活支援施設における支援     （児童入所施設措置費（８３，４７３百万円）の内数）                  
 

 ○母子生活支援施設における広域入所の実施 

   他の都道府県等への広域入所が必要となる場合に、受け入れに必要な経費を支弁し、広域緊急入所の円滑な
実施を図る。 

 ○夜間警備体制強化加算 

   夫等からの暴力を理由とする入所者が増加していることに伴い、これらの母子を追って別れた夫等が警備体制の
手薄な夜間に踏み込む等により、母子や職員に不安を与えたり、危害を及ぼすことを防止する観点から夜間警備
体制を強化する。 

   （参考）独立行政法人福祉医療機構の福祉貸付事業 

        母子生活支援施設の本体整備に併せてＤＶ被害者に一時保護するための居室を整備する場合に、融資率   

         を７５％から８０％に引き上げる。 

 

 

   

 

  

 

 

 

 

 

 

  
 

  

２ 母子家庭（ＤＶ被害者を含む）に対する支援    

 ３  職場におけるセクシュアルハラスメント対策の推進   ７５百万円 
 

 職場における実効あるセクシュアルハラスメント対策が行われるよう、専門的知識・経験を持ったセクシュアルハラスメ
ント指導員（仮称）を全国の雇用均等室に配置し、事業主への援助及び指導を実施するとともに、適切な相談対応を行
う。 

   

 

  

 

 

 

 

 

 

  
 

  



 

（１）国の行う研修の充実強化＜新規＞ 
 ①婦人相談所職員の専門性の体系化・標準化 
  「女性相談・支援の手引き（仮）」の策定 
 ②研修実施機関を確保(国立保健医療科学院) 
 ③婦人相談所等指導的職員研修の実施 
  対象：婦人相談所等の指導的立場にある職員 
  期間：2泊3日程度 
  主な研修内容（案） 
  ・アセスメントと自立促進計画策定 
  ・関係機関連携の強化 
  ・心理的ケア・同伴児童ケアの充実 
 

（２）全国婦人相談所長・主管係長会議 
  の開催(年1回) 
 ①婦人保護事業に必要な行政情報の伝達 
 ②関係省庁による関連行政情報の伝達 
 ③先進的自治体取組例などの情報提供 
 ④広域措置等全国的課題の検討     等 
 ※全国婦人相談所長・主管係長研究協議会を衣替え 

 
（３）研修等実施のための補助（既存） 
   （児童虐待・DV対策統合補助金） 

 ①DV相談担当職員研修事業 
 ②DV被害者保護支援ネットワーク事業 

 
（１）国が実施する研修・会議への職員派遣 
  ①指導的立場にある職員の養成 
  ②研修・会議等の内容の伝達・共有 
 

 
（２）都道府県内の研修の充実 
    国が実施する研修を受講した指導的立場に 
  ある職員が講師となり、都道府県内の婦人保護 
  事業に従事する職員等への研修を実施 
 
  ①婦人相談所内研修の充実 
  ②婦人相談員・婦人保護施設職員を対象とし 
   た研修の実施 
  ③関係機関を対象とした研修の実施 
   ・福祉事務所・母子自立支援員・家庭相談 
    員・ＤＶ相談員等を対象とした専門研修 
   ・市町村支援（スーパーバイズや市町村 
    職員研修等への講師派遣等） 
   ・関係機関ネットワーク構築（NW会議/ 
    研修の実施） 
      
  

   

＜国＞ ＜都道府県＞ 

婦人相談所等職員の研修体制の整備 別紙 

７ 


